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横浜市の福祉行政と横浜市ホームヘルプ協会
――協会設立の歴史・社会的背景――
松 原 日 出 子
１．は じ め に
私は，これまで，横浜市におけるホームヘルプ協会の設立と変遷について，
「横浜市ホームヘルプ協会の設立過程－「五つの報告書」を中心に－」（松山大
学論集第１８巻第５号，２００６年１２月），「横浜市ホームヘルプ協会の設立・変
遷過程－ホームヘルプサービス事業を中心に－」（松山大学論集第１８巻第６
号，２００７年２月）の二つの小論を持つ機会を得た。その試みは，文字通り，「協
会の設立と変遷」に焦点をおいたものであって，協会成立の歴史・社会的背景
については立ち入った考察を行っていない。協会成立の歴史・社会的背景を明
らかにするという作業は，意図的に後日の課題として触れずにきた。
当然のことながら横浜市ホームヘルプ協会は一定の歴史・社会的背景の中で
設立されている。その設立は１９８４（昭和５９）年１２月であって，時の市長は細
郷道一であった。本論は，先の二つの拙論を踏まえながら，横浜市においてホ
ームヘルプ協会が設立された歴史・社会的背景を記述しようとするものであ
る。
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戦後において我が国が実現した復興と，それに続く，いわゆる高度経済成長
は，大都市への人口集中をもたらし，ただでさえ貧困な状況におかれてきた都
市の生活環境は深刻な都市問題を生み出した。経済の成長が第一義的課題とさ
れ，経済の成長をリードする企業に外部経済を提供する形で進められた国家・
自治体の〈企業優遇策〉とは対照的に，市民の生活環境は貧困なままにおかれ
てきた。そうした状況の中で生活の場としての地域の見直しが行われ，生活環
境を整備することの必要が叫ばれてきたのは当然のことであった。革新自治体
の登場はそうした動きと深く関係する。革新自治体は，多く，シビル・ミニマ
ムを自治体運営の指針として採用したが，それは裏を返して言えば，生活者の
視点を重視し，経済成長と生活環境のギャップを是正したいとする自治体の対
応策と考えることができる。
１９６７年に策定された「経済社会発展計画」は，単なる「経済計画」ではな
く，「社会発展計画」であったことが注目されるけれども，生活の場としての
地域の見直しがなされる上で大きな契機となったのは「コミュニティ－生活の
場における人間性の回復」（１９６９年）であった。同年には「東京都におけるコ
ミュニティ・ケアの進展について」も出され，さらに，「コミュニティ形成と
社会福祉」（１９７１年）と続き，生活の場としてコミュニティに対する関心は福
祉を射程におくことになったのである。
しかしながら，驚異的と言われた戦後日本の経済成長も，〈オイルショッ
ク〉を契機にひとつの曲がり角に行き当たる。１９７３年は国の社会保障予算が
前年比で２８％の伸びを示し，「福祉元年」と呼ばれた記録に残る年であるが，
その年の秋に発生したオイルショックは，日本経済を戦後初めてマイナス成長
に導き，それまで拡大してきた社会福祉政策にも深刻な影響を与え，わが国の
福祉に見直しが求められた年でもあった。「低成長下における社会福祉のあり
方」（１９７６年），「新経済社会７ヵ年計画」（１９７９年），「臨時行政調査会第二次
答申」（１９８２年），「臨時行政調査会最終答申」（１９８３年）と続く国の方針は，「活
力ある福祉社会」を目指すために，個人の自助努力と相互扶助を謳い，民間の
積極的活用と在宅福祉に比重を移していくことになる。その動き－福祉の見直
し－は自治体の対応－福祉行政－にも現れる。
横浜市の場合も例外に属さない。横浜市ホームヘルプ協会は横浜市の福祉行
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政が，戦後日本の歴史・社会的事情のなかで〈転回〉を余儀なくされる中に成
立してきているとみることができる。在宅サービスの要となった横浜市ホーム
ヘルプ協会の設立を理解するためには，協会が設立される時期の歴史・社会的
背景を抑えることが不可欠である。それは，飛鳥田市政（１９６３－１９７７年），細
郷市政（１９７８－１９８９年），高秀市政（１９９０－２００１年）の時期である。
江戸時代末期に至るまで一漁村にすぎなかった横浜は，日米修好通商条約締
結と１８５９（安政６）年の開港により，都市形成の歴史を刻むことになる。そ
して，明治期以降，関東大震災や経済恐慌など，いくつかの危機に直面しなが
らも横浜は順調な発達を遂げていく。戦後の横浜市は，市街地の中心部が占領
軍により接収されたため一時的に停滞したものの，占領軍撤収後に迎えた日本
の高度経済成長期は，横浜を一大都市へと押し上げることになった。東京の
ベッドタウンとしての機能を併せ持つようになった横浜は，従来の港湾・工業
都市の性格に加えて，住宅都市という顔を持つ都市に成長したのである。他地
域，とりわけ東京からの流入人口を受け入れた横浜市は，１９６０年代に急激な
膨張を遂げることになる（図１：横浜市出生・死亡数と転入・転出の推移）。
１９６３（昭和３８）年，市長に当選した飛鳥田が，「子どもを大切にする市政」，
「だれでも住みたくなる横浜」という二本柱を市政の重点目標として掲げたの
は決して偶然でなく，当時の横浜市がおかれていた状況，多くの流入人口を受
け入れた横浜市の状況からして当然のことであった。誰をも（巨大な流入人口）
受け入れなければならなかった横浜，そしてその中で多くを占めた子どもを産
み育てる世代を受け入れた横浜，その現実が，飛鳥田をして二本の柱を掲げさ
せたのである。後の，横浜市ホームヘルプ協会の設立を念頭において注目した
いのは，この時期の横浜市は高齢者への対応よりも児童への対応が市政の課題
であったということである。〈ちびっ子広場〉が作られ，〈青少年図書館〉が作
られた時代であった。
飛鳥田市政は，当初から，「一万人集会１）」などのアイディアによって全国
的に注目を集めたが，飛鳥田市長の任期途中の交代ということもあって，残し
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た課題も少なくない。細郷道一が市長に就任した１９７８（昭和５３）年は，高齢
者問題が広く表面化した時期であり，その時期は年少人口に代わって高齢者人
口の割合増加が目立ち始める時期である（図２：横浜市人口割合推移）。国際
障害者年（１９８１年）に続き，高齢化に関する世界会議（１９８２年）２）が開催され
たことは，障害者とともに，高齢者の問題が福祉問題として意識されてきたこ
とを意味している。横浜市は，１９８０年度に，福祉対策として，必要な施策を
研究する事業（高齢化社会・情報化社会等社会の構造的変化への福祉的対応研
究事業）を始めている。そしてこれが，後の横浜市ホームヘルプ協会，横浜市
リハビリテーション事業団の設立へとがっていくのである。
出典：横浜市教育委員会，２００６，『横浜の歴史』P．１０７
図１ 横浜市出生・死亡数と転入・転出の推移
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１９９０（平成２）年，細郷道一前市長の死去に伴う市長選において登場したの
が高秀秀信である。この時期は，バブル経済が崩壊した後であり，財政状況が
厳しくなる一方，ゴールドプラン，福祉関係八法改正（在宅福祉サービスの明
確化，在宅・施設サービスの市町村での一元実施，老人保健福祉計画の策定）
等，福祉の地方分権が進められ，自治体に一層の高齢者対策が求められた時期
である。高秀市政は，経済と福祉を車の両輪に例えて両者のバランスを重視し
た施策の展開を図っている。すなわち，行財政改革を図りながら，新規事業を
立ち上げ社会資本の拡充に努め，一方，福祉の面では，老人福祉施設及び在宅
福祉サービスの拡充を進め，「活力ある福祉社会」を目指している。
（『横浜市人口のあゆみ２０００』から作成）
図２ 横浜市人口割合推移
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３．高齢化と行政の対応－横浜市の場合－
１９６３年は老人福祉法が制定された年である。これによって老人福祉施設が
全国各地に建設され，老人家庭奉仕員の拡充が図られていく。老人問題は次第
に社会的関心事となり，１９６６（昭和４１）年には「敬老の日」が国民の祝日と
なった。１９６８（昭和４３）年には全国社会福祉協議会によってねたきり老人の
調査が行われているが，何よりも老人問題を世間に強く意識させたのは有吉佐
和子のベストセラー小説『恍惚の人』（１９７２年）であった。
１９７０年代に入ると老人問題はそれまで以上に強く意識されていく。老人医
療費を無料化する制度を導入する自治体が出て，１９７１（昭和４６）年には介護
人制度がスタートした。しかしその年の秋に発生したオイルショックは日本経
済を低成長に追いやり，福祉財政の迫が表面化し，老人医療費の無料化や施
設中心の福祉に「バラマキ型福祉」という批判が出されることになった。１９７０
年代は「福祉見直し」の時期でもあった。
「福祉見直し」という動きは，当然，横浜市政にも影響を及ぼすこととなっ
た。横浜市長飛鳥田一雄は，１９７５（昭和５０）年全国革新市長会において「福
祉政策総反省論」を唱え，不況，低成長のこの時期にこそ，福祉に関する市民
の議論が必要であり，行政には市民の立場に立った福祉施策の推進が求められ
ていると主張した。３）また神奈川県知事長洲一二も，福祉に関する国民合意を得
るために「福祉の哲学と科学」が必要とされていると主張した。４）この長洲の考
えは，後に，神奈川県による「ともしび運動」５）となって結実する。
老人福祉法が制定される１９６３年までは，高齢者問題がまだ国民一般に深刻
に意識されていなかったこともあり，横浜市における高齢者向けの施策も，老
人クラブへの補助，老人憩いの家の設置，長寿者への記念品贈呈等，一般の高
齢者を対象としたものに限られていた。このような施策は１９７０年代に入り大
きく変化する。そのきっかけは，ねたきり老人・ひとり暮らし老人の増加に
あった（図３：横浜市ねたきり老人・ひとり暮らし老人推移）。またこの時期
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には老人医療費が無料化される一方，福祉に配慮した地域環境づくりが意識さ
れ「福祉の風土づくり推進事業」や，在宅福祉に対する「介護人派遣事業」が
始められ，在宅福祉施策が検討・開始されていくことになる。またこれらの事
業開始に伴い，福祉サービスを担う人材の不足や医療・保健・福祉間の連携に
関心が寄せられるようになり，福祉局と衛生局の協働によるねたきり老人対策
事業が実施されている。６）
 高齢者問題と横浜市総合計画
「子どもを大切にする市政」を掲げて就任した飛鳥田市長が，市政の重点を
高齢者福祉に移すことになったのはわが国における高齢化の進展が急速なもの
であったことによるが，市政の重心が高齢者問題に移されていく姿は横浜市の
総合計画からも読み解くことができる。横浜市で策定された総合計画の中で初
（『横浜市高齢者福祉事業概要』から作成）
図３ 横浜市ねたきり老人・ひとり暮らし老人推移
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めて福祉問題を取り上げた「横浜国際港都建設総合計画」（１９６５年）をみると，
市が実施する高齢者福祉事業は，施設の建設整備，老人クラブの助成，老人健
康診査，家庭奉仕員派遣という内容であり，今後の課題として挙げられた項目
も，相談機能の強化と，福祉設備の整備の二項目だけであった。
８年後の「横浜市総合計画１９８５」（１９７３年）は事情を異にする。この総合計
画では，「かぎっ子」問題に加え，独居高齢者問題が意識され，独居高齢者問
題に対する福祉需要が増大することを踏まえてサービスの質を向上させること
や生活保障のための総合的な取り組みの必要性が強調されていて，計画が「子
どもと老人を大切にする市政」の推進を課題としていることを窺うことができ
る。計画は，社会保障制度の不備，福祉施策の縦割り問題，専門職員の不足，
実態把握の難しさ，都市施策設計上の配慮不足，国庫補助の問題などを指摘す
る一方，その改善策として，生活のできる所得の確保，医療体制の拡充，住宅
の確保，老人ホームの建設設備，居宅サービスの充実，社会とのがりと生き
がいのある生活を指摘する。とりわけ，計画が，居宅サービス充実のための施
策として，家庭奉仕員，介護人派遣，インターホーン設置等，ひとり暮らし老
人に対してのサービスの充実等の施策を挙げ，在宅高齢者対策に関心が寄せら
れていることは注目される。
さらに，１９８１年に策定された「よこはま２１世紀プラン」では，高齢者への
対応が一層鮮明である。この計画では，高齢者の社会参加の促進，高齢者の生
活の安定，健康な身体づくり，要援護老人に対する福祉の向上・拡充等，高齢
者福祉にかかわる具体的事業の大幅な拡充が唱えられている。ここで注目した
いのは，それまでの総合計画に明記されていた「福祉施設の拡充」に代わり，
福祉基盤整備として「人材育成」が大きく取り上げられていることである。そ
こには，横浜市の高齢者福祉施策におけるひとつの転換を読み取ることができ
る。「よこはま２１世紀プラン」は，施設福祉から地域福祉への転換を目指した
計画であった。そこにおいて，行政・企業・地域社会・市民の相互協力による
「活力ある福祉社会の形成」という目標が，横浜市における高齢者福祉施策の
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柱として据えられたことは記憶に価する。横浜市の次の総合計画「ゆめはま
２０１０プラン」（１９９４年）では，施策分野「ふれあいのまち」の中での５大プラ
ンの最重要項目として高齢者対策が挙げられ（「いつでも安心シニアプラ
ン」），７）その中でも地域ケアサービスの充実と，在宅支援体制の強化が重要項目
として強調されていることをつけ加えておくことにしよう。
 横浜市の高齢者福祉対策の変遷
民生費・高齢者福祉対策費の動向
横浜市の福祉行政の推移を概観するために，まず，民生費の割合からみてい
くことにする。民生費が市の全予算に占める割合の推移は，図４（横浜市予算
民生費割合）のとおりである。飛鳥田市政最初の１９６３（昭和３８）年度は予算
全体の５．３％であったが，１９７３（昭和４８）年度には１０．２％となり，全予算に
占める比率は１割を超えるようになった。１９７３年度に１０．２％という数字があ
るのは，全国に先駆けて老人医療費無料の該当者の所得制限の緩和を開始した
ことも一因であろう。
では次に，民生費に占める老人福祉費の割合がどのように変化していくかを
（『横浜市市政概要』から作成）
図４ 横浜市予算民生費割合
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みてみよう。１９７９（昭和５４）年度には，予算全体に占める民生費の割合が１４．６％
となると同時に，民生費に占める児童福祉費と老人福祉費の割合がほぼ同率に
なる（図５：横浜市老人・児童・障害者福祉経費割合）。その後，高齢人口の
増加から老人福祉費は増え続け，２０００（平成１２）年の介護保険施行まで，児
童福祉費と老人福祉費の民生費に占める割合は，同じ１５％前後で推移する。
２０００年以降は老人福祉費が激減し児童福祉費の割合が増加するが，児童福祉
費と老人福祉費の民生費に占める割合はそれを合計すると３０～３５％で一貫し
ており，それ以前と大きく変わらない。８）なお，障害者関係の予算は，１９７４（昭
和４９）年の時点では民生費全体の４．３％に過ぎなかったが，その後，障害者福
祉への関心の高まりに伴いその構成比は徐々に増加を示し，国際障害者年の
１９８１（昭和５６）年には７．０％となり，１９８７（昭和６２）年には初めて１０．３％と
１割を超え，その後１５％前後まで増加した。
（『横浜市民生事業概要』から作成）
※昭和５１年度の障害者福祉費は公式
統計がないため図表から省いた
図５ 横浜市老人・児童・障害者福祉経費割合
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高齢者福祉事業概要
横浜市における福祉予算の推移を見ると，１）老人福祉課を新設した１９７１年
から，２年後に初めて民生費の予算比が１０％を超えた１９７３年前後まで，２）
市の予算に占める民生費比の割合が１５．０％に迫り，児童福祉予算と老人福祉
予算の割合が逆転，老人福祉予算が児童福祉予算を上回る１９８０～１９８２年ま
で，３）老人保健法施行後，児童福祉予算を老人福祉予算が再度上回った１９９０
～１９９４年までという三つの時期が注目されるであろう。それは，大まかに，７０
年代，８０年代，９０年代の三つの時期と理解してもよい。
１）１９７４（昭和４９）年度の老人福祉事業をみると，居宅福祉（ねたきり
老人対策，ひとり暮らし老人対策，地域老人対策，老人住宅対策，老人福祉週
間行事対策），施設福祉（老人ホーム対策，民間老人ホーム運営援助対策，
老人ホーム入所者援助対策，居宅老人利用施設対策），医療福祉（老人医療
対策），所得保障（老齢年金対策，税制優遇措置対策）など，全部で４３の事
業が実施されている。この時期は，生活環境の体系的な整備と，市民福祉の推
進＝社会的弱者（子ども・老人）を守ることが主眼に置かれ，老人福祉事業は
居宅，施設，医療，所得の４分野において展開されている。
２）１９８２（昭和５７）年度の老人福祉事業では，居宅福祉（要援護老人対
策，地域老人対策，生きがい対策，老人住宅対策，老人福祉週間行事対策），
施設福祉（老人ホーム対策，民間老人ホーム運営援助対策，老人ホーム入所
者援助対策，居宅老人利用施設対策），医療福祉（老人医療対策），所得保
障（老齢年金対策，税制優遇措置対策），シルバー人材センターの，全部で
５９の事業が実施されている。この時期に特徴的なことは，生きがい対策やシ
ルバー人材センター等，健康な高齢者に対して主体的に社会参加を促すことを
狙いとした新しい施策が展開されたことである。
３）１９９４（平成６）年度の老人福祉事業は，在宅福祉（家事・介護のサー
ビス，ねたきり・ひとり暮らし高齢者等の援護，虚弱高齢者等の援護，痴呆性
高齢者の援護，生きがいと社会参加，すまいの援助），保健福祉（ねたきり
横浜市の福祉行政と横浜市ホームヘルプ協会 １４３
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高齢者等の援護，虚弱高齢者等の援護，痴呆性高齢者の援護，疾病の予防，老
人保健施設），施設福祉（老人ホーム，高齢者利用施設），医療福祉（疾病
の治療・医療費の助成），その他（年金制度，税制優遇措置等，福祉のまち
づくり）で，総数７４の事業が実施されている。この時期は「施設と在宅」と
いう枠組みから離れ，「共生と連帯」に基づく地域社会を形成するために，施
設・在宅サービス，地域の適宜利用を旨とした施策の重要性が意識される中，
高齢者のニーズに合わせた在宅サービスの充実が図られ，老人福祉費の増加し
たことが記憶されるであろう。
次に在宅サービスの部分をみておくことにしよう（図表１：横浜市高齢者福
祉事業の変遷）。特徴的なことは，第一に，年次経過に伴って援助対象者のカ
テゴリーが微妙に変化していることである。１９７４（昭和４９）年度では，ねた
きり老人対策，ひとり暮らし老人対策の二つであったものが，１９８２（昭和５７）
年度には要援護老人対策として一括される。さらに，１９９４（平成６）年度の施
策をみると，虚弱高齢者，痴呆性高齢者と対象者を増やしている。ここから，
横浜市における在宅高齢者問題の捉え方に変化があったことを見出すことがで
きよう。
第二に，健康な高齢者に対する援助の幅が広がっていることである。１９７４
（昭和４９）年度は地域老人対策のみであったが，１９８２（昭和５７）年度には地
域老人対策と生きがい対策の二つに分化した。さらに，１９９４（平成６）年度の
施策を見ると，生きがい対策と地域高齢者対策のそれぞれについて内容が豊富
化するとともに，地域住民間の連携に対する取り組みがさらに深められてい
る。横浜市では，時代の経過とともに，サービス内容を細分化させながら，地
域福祉への取り組みを充実させているすがたをみることができるであろう。
組織の変遷
横浜市における高齢者対策の変遷は横浜市の行政機構に反映する。横浜市で
は１９６２（昭和３７）年５月に老人家庭奉仕員制度が開始され，その事業は市社
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会福祉協議会に委託されている。この時点における民生局は，福利課，保護
課，生活対策課の三課で構成され，高齢者対策を主管する課は存在しなかっ
た。高齢者対策を担当する部署が作られるのはその７年後の１９６９（昭和４４）
年である（図表２：横浜市高齢者福祉担当部局の変遷）。
１９６３（昭和３８）年，老人福祉法第１２条に老人家庭奉仕員制度が加えられ，
その後，ねたきり老人対策事業に対する国庫補助や家庭奉仕員派遣世帯の拡大
があって老人家庭奉仕員事業の規模は拡大した。そうした動向に呼応して，横
浜市は，１９６９（昭和４４）年に，それまで市社会福祉協議会に委託していた家
庭奉仕員事業を市の直轄事業とし，合わせて，高齢者対策に取り組む部署とし
て保護課の中に老人福祉係を新設した。
翌１９７０（昭和４５）年に介護人派遣制度が発足したことをふまえて，１９７１（昭
和４６）年には老人福祉係を老人福祉課へと昇格させ，合わせて，老人福祉係・
老人医療係の二係を設けている。さらに１９８２（昭和５７）年には，高齢者福祉
問題の高まりを受けて老人福祉課は部へと昇格し，老人福祉課及び老人施設課
を統括することとなった。
一方で市の企画部門に目を転ずると，飛鳥田市政の要であった企画調整局
は，その後，細郷市政の１９８２（昭和５７）年に，企画財政局と変更される。１９８５
（昭和６０）年，この企画財政局に高齢化社会対策室が新設され，高齢者の福
祉に対する取り組みが，市の重要施策のひとつとして位置づけられた。
その後，１９９４（平成６）年には民生局が福祉局に，老人福祉部が健康長寿部
に名称変更され，高齢福祉推進課，高齢施設整備課，長寿社会課の三つの課を
持つこととなった。また企画部門においては，細郷市政の企画財政局が高秀市
政で企画局とされたが，高齢社会対策室は存続されている。９）しかし，介護保険
導入に伴い高齢社会対策室はその役割を終え，２００１（平成１３）年における機
構改革で廃止されている。
１４６ 松山大学論集 第１９巻 第２号
民 
生 
局 
民 
生 
局 
民 
生 
局 
福 
祉 
局 
保 
険 
部 
青 
少 
年 
部 
厚 
生 
部 
保 
険 
部 
青 
少 
年 
部 
厚 
生 
部 
同 
和 
対 
策 
室 
生 
涯 
福 
祉 
部 
児 
童 
福 
祉 
部 
社 
会 
福 
祉 
部 部 部 部 
総 
務 
部 
障 
害 
福 
祉 
児 
童 
福 
祉 
生 
活 
福 
祉 
地 
域 
ケ 
ア 
推 
進 
部 
総 
務 
部 
生 
活 
課 
保 
護 
課 
生 
活 
課 
失 
業 
対 
策 
課 
失 
業 
対 
策 
課 
保 
護 
課 
老 
人 
福 
祉 
課 
老 
人 
施 
設 
課 
長 
寿 
社 
会 
課 
高 
齢 
施 
設 
整 
備 
課 
高 
齢 
福 
祉 
推 
進 
課 
後 
援 
係 
更 
生 
係 
福 
祉 
係 
１９６９（昭和４４）年 １９７１（昭和４６）年 １９８２（昭和５７）年 １９９４（平成６）年 
老 
人 
部 
老 
人 
福 
祉 
健 
康 
長 
寿 
部 
老 
人 
福 
祉 
課 
老 
人 
福 
祉 
係 
老 
人 
医 
療 
係 
衛生局との連携
１９４７（昭和２２）年，保健所法の制定とともに，保健所における保健師活動
が実施された。１９５０年代は，乳幼児の発育不良，伝染病，結核などの感染症
対策，１９６０年代は，成人病，老人等，慢性疾患の増加により在宅で療養する
患者の増大，すなわち，在宅患者に対する訪問指導や看護の必要性が背後に
あって，家族の介護の在り方も問われるようになった。また成人病対策とし
て，老人福祉法に基づいて「横浜市老人健康診査事務取扱規則」（１９６４年）が
定められ，高齢者の健康づくり推進が図られている。１９７５（昭和５０）年１０月
からは，地域での看護活動を強化するために，未就労の看護師を活用した「在
宅看護職活動事業」が発足し，保健師との連携のもとに，ねたきり老人に対す
（『横浜市組織図』から作成）
図表２ 横浜市高齢者福祉担当部局の変遷
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る訪問看護活動が実施され，「横浜市在宅看護婦活動事業要綱」（１９７５年）が
作られた。そうした横浜市の取り組みは，国が１９９２（平成４）年に導入した
「老人訪問看護制度」に先立つものであり，先駆的な在宅ねたきり老人対策と
して記憶されるであろう。
１９８２（昭和５７）年老人保健法が施行され，翌年から老人保健事業（健康診
査，訪問指導，機能訓練教室）が開始される。１９８７（昭和６２）年には，保健・
福祉の連携推進とネットワーク化を目指し，地域ケアサービスモデル事業が始
まった。この連携のシステムは，その後さらに発展し，１９９２（平成４）年１２
月以降，地域ケアを推進する中心機関として，区役所の中に，福祉保健相談室
が設置されている。これにより区役所の窓口に保健師が登用されることとなっ
た。１９９４（平成６）年７月，区役所の中に福祉保健サービス課（相談調整係・
福祉保健サービス係）が設置され，保健師と福祉事務所のワーカーが同じ部署
で働くこととなり，連携は一層具体化されることとなった。
福祉の風土づくり推進事業・福祉の都市環境づくり推進事業
様々な都市問題を解決していくための行政と市民参加のあり方について研究
を進めるべく，横浜市は，１９７１（昭和４６）年に横浜市コミュニティ研究会（富
田富士雄委員長）を発足させた。この研究会の目的は，横浜市における地域社
会のあり方，コミュニティ形成への期待と可能性，コミュニティ形成に対する
行政と市民の役割を検討することにあった。３年後の１９７４（昭和４９）年に報
告書がまとめられ，その後の地域社会づくりとコミュニティ行政に対する問題
提起となった。
一方，１９７３（昭和４８）年には，京都市で「福祉を語る革新市長と婦人の集
い」が開催され，住民の福祉意識向上が課題として取り上げられ，〈社会的に
阻害された人々（社会的弱者）を迎える温かい思いやりの風土，福祉の風土を
育てることが必要である〉というアピールが採択された。１０）このアピールが直
接のきっかけとなって，市は「福祉の風土づくり」に積極的に乗り出すことと
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なった。そこで，前述のコミュニティ研究会の委員長であった富田富士雄が，
「福祉の風土づくり推進委員会」の委員長に再度就任し，翌年の１９７４（昭和
４９）年度から「福祉の風土づくり推進事業」が開始された。
「福祉の風土づくり」は，地域社会は住民と物的環境の両面で構成されると
いう考えから，福祉モニター委嘱，福祉モデル地区の選定，ボランティア育
成，広報活動，生活環境整備等の事業を推進・実施した。１９７５（昭和５０）年
には，市が，身体障害者福祉モデル都市に指定されたのを契機に「横浜市福祉
の環境づくり推進指針」を制定したが，それによって，「福祉のまちづくり」
への取り組みは一層強力に進めることになった。
その後，１９７７（昭和５２）年には，上記整備事業を区単位で進めるために区
推進委員会が置かれ，実施主体を市主導から区主導へと転換させている。１９８０
（昭和５５）年には区推進委員会と市社会福祉協議会が連携して福祉講座，ボ
ランティアセンターの設置，福祉基金等の事業を行うようになる。さらに，
１９９３（平成５）年には区社会福祉協議会が法人化され，区社会福祉協議会の活
動が強化されることになった。近年では，住民相互の交流・支え合い，施設整
備における住民と行政との協力・連携を促進する目的から，「横浜市福祉のま
ちづくり条例」（１９９７年）が制定されている。「安心した生活」，「自立した自
由な行動」，「あらゆる分野への参加」を目標に掲げるこの条例は，「福祉の風
土づくり」の考え方を継承するものであり，福祉のまちづくり推進会議の設
置，重点推進地区の指定，推進指針の策定を定めている。
４．横浜市の福祉行政とホームヘルプ協会
我が国における国と自治体との関係は，自治体が国に従属するという色彩を
強く有している。自治体の施策は，多く，国の施策の後追いであった。それは
何よりも制度の問題であるが，自治体の力量の問題でもあった。不幸なことに
国と自治体は垂直的関係，管理するものと管理されるものという関係におかれ
てきた。この構図は地方分権の必要が強く叫ばれている今日，なお，強く残存
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する。
しかし国と自治体の関係は絶対不変のものではない。中央集権による画一的
な行政は変動する現実には不都合な場合がある。硬直化した行政サービスは生
起する地域問題を解決するには不都合であり，画一的な行政サービスは多様化
する住民のニーズに対応することが難しい。既にみてきたように，飛鳥田一雄
が市長に就任した当時の横浜は大きな変貌を経験しつつあった。飛鳥田市政を
含め全国的に現れた革新自治体（革新を標榜する首長をもった自治体）の出現
は，中央集権の画一的な行政が，噴出する地域問題と多様化する住民ニーズに
対応することができない，そうした事態の中に登場したのである。
東京をはじめ全国から多くの流入人口を受け入れ，短い期間に都市を膨張さ
せた横浜市はさまざまな地域問題を抱えることになった。急速な都市化に対応
する横浜市の都市基盤はあまりに脆弱であった。地付き層と来住層の対立も生
じ，地域社会は，時に，摩擦と混乱の中におかれた。行政は住民のニーズに応
える仕組みと財源をもたなかった。飛鳥田時代に提起された「横浜方式」とい
う行政スタイルは，深刻な現実に対する苦肉の策であった。１９６４（昭和３９）
年に締結された「公害防止協定」は国の定める基準をもって公害行政を展開す
るという画期的なものであったし，１９６８（昭和４３）年に定められた「宅地開発
要綱」による開発規制も，それが横浜市を嚆矢としないものの，横浜方式のひ
とつであった。それらはいずれも中央集権的，画一的行政によっては解決する
ことのできない〈現実〉を直視して打ち出された対応であった。「市民の現実
から来る諸要求を一方において個別に具体的に処理しながら，個別問題に流さ
れるのでなく，それらをより根本的に解決するための具体的政策を立ててゆく。
この政策は，ただ要求だけにふりまわされているのではなく，より将来のため
に望ましい解決を計ろうとするもので（中略），ゴミの問題，開発規制問題，
緑の問題など多くの都市の中の問題は，このような姿勢に立った施策がたてら
れなくてはならない。そのような望ましい現実の解決の方向に立って，なお，
自治体をとりまく，国をはじめ多くの制約条件に対しては，たんに抽象的段階
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の論議にとどまらず，自ら問題を具体的に解決し，すすめていくという実績の
上に立ちながら，国に方向転換，制度の改正等を要求してゆくという姿勢であ
る」（田村，１９７４：１０２）という指摘には，「横浜方式」を採用しなければなら
ない横浜市の苦悩と国による集権的・画一的行政の限界が明示されている。
１９７０年代から１９８０年代に日本が経験する低成長経済は，自治体にも，新た
な課題を突きつけた。この時期，国は民間活力の導入，規制緩和を提唱し，「第
二次臨時行政調査会」（１９８１年）を立ち上げるが，自治体も高度経済成長期の
懸案事項を解決しきれないまま，新たな課題の前に立たされたのである。自治
体の行財政改革は必至のものとなり，シビル・ミニマムを掲げて展開されてき
た行政施策も，都市経営に重点を移すことになる。「昭和５０年度から始まった
深刻な財政危機，その直接原因は，石油ショックを契機とする不況の長期化，
税収の激減ではあるが，他面，もう一つの要因は恒常的且つ硬直的に増加した
支出側にあったといえる。長年の高度経済成長時代のゆたかな自然増収を背景
に，行政サービスは次第にふくれ上がり，財政体質はすっかり肥大化してし
まっていた。それが低成長，不況の深刻化で一挙に露呈したのである。したがっ
て，今後この厳しい環境に適応して行くには，先ず自らの“減量”“ぜい肉落
し”を行い，体質の改造を行うことがこれからの大きな課題となっている」（日
本都市センター都市行財政研究委員会，１９７８：３６）。細郷市政（１９７８－１９８９年）
の横浜市が飛鳥田市政（１９６３－１９７７年）の「企画調整局」を「企画財政局」に
改組したのも，単に，市長の意向によるものではなく，歴史・社会的背景がそ
れを求めていたと理解されるのである。
本格的な高齢化社会の到来と行財政改革の動向は，福祉の流れをも大きく変
えることになった。「東京都におけるコミュニティ・ケアの進展について」
（１９６９年）や「低成長下における社会福祉のあり方」（１９７６年）が出され，施
設中心の福祉から在宅福祉及び地域福祉への転換が時代の潮流となり，施設の
社会化にも関心が寄せられたのである。こうした状勢の中で，横浜市ホームヘ
ルプ協会も，自治体と住民参加型団体との共同出資という新しい方式を採用し
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て登場する。横浜市は１９６４（昭和３９）年に「市民生活白書」を発表した。こ
の白書は，「豊かな生活を市民の手で」というスローガンを掲げ，「子どもを大
切にする市政」，「だれでも住みたくなる町づくり」を具体的に進めていくた
め，市民のための近代的市政，市民全体のための計画的な市政，市民が
みんな平等の権利を持つ市政，市民の自治による市政，の四原則を打ち出し
た。この白書が公刊された１９６４年は，まだ，児童の問題に多くの関心があっ
て，高齢者問題が深刻な社会問題として意識されていない時期であった。しか
し高齢者問題への対応は，間もなく，横浜市の重要課題となる。１９６８（昭和
４３）年ねたきり老人実態調査が行われて以降，児童問題と並んで，高齢者に対
する施策が市の重要なテーマに数えられるようになり，横浜市は，「老人医療
費無料化」，「福祉の風土づくり推進事業」，「ねたきり老人訪問看護活動」等の
事業を全国に先駆けて行うことになっていく。深刻化の様相を強める高齢者問
題に，横浜市が求めた対応は，住民自ら組織し，相互扶助の理念に基づいて活
動する市民団体との協働であった。すなわち〈市民団体との協働〉によって在
宅サービス事業を実施しようという発想である。横浜市の場合，こうした試み
に先立って市民活動を援助する補助金制度が開始されていたこともあり，協会
の型での在宅サービスが展開される素地を有していた。在宅福祉の「横浜方式」
とも呼ぶことができる「横浜市ホームヘルプ協会」を介在させた在宅福祉政策
は，それが他の自治体にも波及していったことを思うとき，ひとつの歴史的実
験であったと言えよう。
５．お わ り に
〈はじめに〉において記したように，小論は，横浜市ホームヘルプ協会の設
立背景を若干の資料に基づいて考察したものである。ホームヘルプ協会は歴史
的背景をもって設立されたものであり，協会の理解には協会設立の歴史的背景
に関する考察が欠くことのできない作業である。もとより本論が極めて不十分
なものであることは筆者が自覚するところである。しかしそこから次なる課題
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が見えてきたことは収穫であった。私に与えられた次なる課題を，横浜市ホ
ームヘルプ協会設立を導いた，あるいは，在宅福祉から地域福祉への転換を導
いた福祉理論を検討・整理すること，横浜市ホームヘルプ協会の設立に大き
な影響をもった「シビル・ミニマムと都市経営」，「コミュニティ・ケア」の思
想と理論を検討・整理すること，横浜市ホームヘルプ協会と介護保険との関
係を検討・整理することの三点として記憶し，本論を閉じることにしたい。
横浜市の福祉行政と横浜市ホームヘルプ協会 １５３
年
国
・
県
の
動
向
横
浜
市
横
浜
市
高
齢
者
施
策
各
事
業
開
始
年
衛
生
局
横
浜
市
社
協
市 長
組
織
調
査
出
来
事
生
き
が
い
推
進
施
策
地
域
支
援
事
業
介
護
保
険
外
サ
ー
ビ
ス
そ
の
他
の
制
度
昭
和
３４
半 井
老
人
ク
ラ
ブ
助
成
事
業
老
齢
福
祉
年
金
昭
和
３５
昭
和
３６
老
齢
基
礎
年
金
保
健
師
：
家
庭
訪
問
（
看
護
指
導
業
務
）
医
療
社
会
事
業
（
面
接
及
び
訪
問
）
昭
和
３７
「
老
人
家
庭
奉
仕
員
制
度
設
置
要
綱
」
策
定
老
人
家
庭
奉
仕
員
（
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
）
派
遣
事
業
開
始（
社
協
委
託
）
敬
老
月
間
事
業
敬
老
祝
金
制
定
老
人
家
庭
奉
仕
員
派
遣
事
業
開
始
社
会
福
祉
施
設
従
事
者
実
態
調
査
昭
和
３８
老
人
福
祉
法
制
定
老
人
家
庭
奉
仕
員
派
遣
事
業
が
規
定
（
老
人
福
祉
法
１２
条
）
世
界
老
人
会
議
飛 鳥 田
横
浜
市
老
人
ク
ラ
ブ
連
合
会
設
立
老
人
憩
い
の
家
養
護
老
人
ホ
ー
ム
昭
和
３９
民
生
局
市
・
市
社
協
・
市
老
連
共
催
で
横
浜
市
老
人
福
祉
大
会
開
催
基
本
健
康
診
査
等
老
人
健
康
診
査
事
業
開
始（
老
人
福
祉
法
１１
条
）
「
横
浜
市
老
人
健
康
診
査
事
務
取
扱
規
則
」
昭
和
４０
家
庭
奉
仕
員
研
修
会
昭
和
４１
「
敬
老
の
日
」
を
国
民
の
祝
日
と
し
て
施
行
昭
和
４２
が
ん
検
診
事
業
軽
費
老
人
ホ
ー
ム
昭
和
４３
ね
た
き
り
老
人
実
態
調
査（
全
社
協
）
昭
和
４４
全
国
老
人
実
態
調
査
保
護
課
に
老
人
福
祉
係
設
置
高
齢
者
生
活
実
態
調
査
老
人
家
庭
奉
仕
員
（
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
）
派
遣
事
業
開
始
（
市
直
接
設
置
運
営
）
長
寿
の
し
お
り
交
付
事
業 こ
と
ぶ
き
大
学
講
座
事
業
ね
た
き
り
高
齢
者
等
激
励
慰
問
品
交
付
事
業
（
県
単
独
）
老
人
家
庭
奉
仕
員
派
遣
事
業
を
市
に
移
管
昭
和
４５
社
会
福
祉
施
設
緊
急
整
備
５
ヵ
年
計
画
西
区
老
人
福
祉
総
合
調
査
実
施
老
人
国
保
の
医
療
費
無
料
化
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
「
岩
井
ホ
ー
ム
」
開
設
（
初
）
介
護
人
派
遣
制
度
発
足
ね
た
き
り
高
齢
者
等
日
常
生
活
用
具
給
付
・
貸
与
事
業
老
人
国
保
の
医
療
費
無
料
化
昭
和
４６
介
護
人
派
遣
制
度
開
始
老
人
福
祉
課
新
設
老
人
医
療
費
無
料
化
老
人
医
療
費
無
料
化
昭
和
４７
『
恍
惚
の
人
』
ベ
ス
ト
セ
ラ
ー
高
齢
者
生
活
実
態
調
査
（
県
）
ひ
と
り
暮
ら
し
老
人
生
活
実
態
調
査
ね
た
き
り
高
齢
者
等
家
庭
見
舞
金
支
給
事
業
（
県
単
独
）
昭
和
４８
「
福
祉
元
年
」
老
人
医
療
費
無
料
化
消
防
局
ね
た
き
り
，
ひ
と
り
暮
ら
し
老
人
の
実
態
調
査
老
人
福
祉
セ
ン
タ
ー
「
菊
名
寿
楽
荘
」
開
設
（
初
）
老
人
医
療
費
所
得
制
限
緩
和
老
人
福
祉
セ
ン
タ
ー
高
齢
者
生
き
が
い
作
業
事
業
高
齢
者
居
宅
整
備
資
金
貸
し
付
け
制
度
水
道
料
金
・
下
水
道
使
用
量
関
係
ひ
と
り
暮
ら
し
高
齢
者
慰
問
金
支
給
事
業
保
健
指
導
技
術
研
修
会
：
老
人
関
連
実
施
末
尾
資
料
：
横
浜
市
の
福
祉
施
策
の
動
向
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年
国
・
県
の
動
向
横
浜
市
横
浜
市
高
齢
者
施
策
各
事
業
開
始
年
衛
生
局
横
浜
市
社
協
市 長
組
織
調
査
出
来
事
生
き
が
い
推
進
施
策
地
域
支
援
事
業
介
護
保
険
外
サ
ー
ビ
ス
そ
の
他
の
制
度
昭
和
４９
飛 鳥 田
敬
老
特
別
乗
車
証
交
付
事
業
福
祉
の
風
土
づ
く
り
推
進
事
業
寝
具
乾
燥
事
業
潜
在
看
護
職
調
査
昭
和
５０
年
金
制
度
改
正
（
５
万
円
年
金
，
物
価
ス
ラ
イ
ド
制
）
消
防
局
ね
た
き
り
，
ひ
と
り
暮
ら
し
老
人
の
実
態
調
査
ね
た
き
り
老
人
訪
問
看
護
活
動
事
業
発
足
訪
問
指
導
事
業
在
宅
看
護
職
活
動
事
業
開
始
：
ね
た
き
り
老
人
訪
問
看
護
「
横
浜
市
在
宅
看
護
婦
活
動
事
業
要
綱
」
昭
和
５１
高
齢
者
福
祉
大
学
講
座
事
業
昭
和
５２
高
齢
者
を
囲
む
地
域
福
祉
事
業
福
祉
の
都
市
環
境
づ
く
り
指
針
昭
和
５３
細 郷
ね
た
き
り
老
人
世
帯
実
態
調
査
ね
た
き
り
老
人
一
時
入
所
事
業
発
足
防
災
訪
問
事
業
（
住
宅
用
火
災
警
報
器
の
設
置
普
及
）
福
祉
バ
ス
の
運
営
開
始
昭
和
５４
国
際
児
童
年
横
浜
市
中
高
年
齢
者
意
識
調
査
「
働
く
こ
と
へ
の
意
識
と
実
態
」
ね
た
き
り
老
人
等
施
設
入
浴
援
護
事
業
発
足
高
額
療
養
費
貸
付
事
業
開
始
昭
和
５５
横
浜
市
高
齢
者
事
業
団
（
仮
称
）
調
査
横
浜
市
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
設
立
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
事
業
ね
た
き
り
高
齢
者
等
援
護
金
給
付
事
業
看
護
教
室
開
催
昭
和
５６
国
際
障
害
者
年
中
高
年
齢
者
の
老
後
に
対
す
る
意
識
等
総
合
実
態
調
査
「
高
齢
化
社
会
へ
の
対
応
を
求
め
て
」
高
齢
者
ス
ポ
ー
ツ
・
体
操
等
振
興
事
業
，
友
愛
活
動
推
進
員
設
置
事
業
昭
和
５７
老
人
保
健
法
制
定
「
高
齢
化
に
関
す
る
国
際
行
動
計
画
」
老
人
福
祉
部
新
設
高
齢
化
社
会
を
め
ぐ
る
総
合
実
態
調
査
横
浜
市
高
齢
者
の
生
活
時
間
調
査
在
宅
老
人
機
能
回
復
訓
練
事
業
在
宅
老
人
給
食
サ
ー
ビ
ス
発
足
認
知
症
老
人
一
時
入
所
事
業
発
足
高
齢
者
緊
急
相
談
援
護
事
業
昭
和
５ ８
高
齢
化
社
会
対
策
研
究
調
査
「
痴
呆
等
老
人
対
策
と
新
し
い
在
宅
福
祉
の
方
向
」
在
宅
老
人
健
康
実
態
調
査
在
宅
デ
イ
・
サ
ー
ビ
ス
事
業
発
足
機
能
訓
練
事
業
，
老
人
保
健
医
療
事
業
，
重
度
障
害
者
医
療
費
援
助
事
業
老
人
保
健
事
業
開
始
：
健
康
診
査
，
訪
問
指
導
，
機
能
訓
練
教
室
昭
和
５９
在
宅
福
祉
サ
ー
ビ
ス
に
関
す
る
調
査
，
市
政
モ
ニ
タ
ー
調
査
「
老
い
を
考
え
る
」，
在
宅
福
祉
サ
ー
ビ
ス
に
関
す
る
調
査
横
浜
市
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
協
会
設
立
介
護
人
派
遣
事
業
廃
止
認
知
症
老
人
長
期
入
所
事
業
認
知
症
高
齢
者
保
健
福
祉
相
談
事
業
老
人
福
祉
セ
ン
タ
ー
・
地
区
セ
ン
タ
ー
「
都
筑
セ
ン
タ
ー
」
を
受
託
昭
和
６０
企
画
財
政
局
に
高
齢
化
社
会
対
策
室
新
設
福
祉
・
保
健
医
療
情
報
シ
ス
テ
ム
研
究
調
査
認
知
性
老
人
デ
イ
・
サ
ー
ビ
ス
事
業
開
始
シ
ル
バ
ー
健
康
ひ
ろ
ば
整
備
事
業
あ
ん
し
ん
電
話
設
置
事
業
昭
和
６１
老
人
保
健
法
改
正
（
老
人
保
健
施
設
）
高
齢
者
い
き
い
き
ス
ポ
ー
ツ
推
進
事
業
住
ま
い
の
相
談
カ
ウ
ン
タ
ー
昭
和
６２
在
宅
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
事
業
地
域
ケ
ア
サ
ー
ビ
ス
モ
デ
ル
事
業
開
始
昭
和
６３
訪
問
入
浴
事
業
開
始
ね
た
き
り
高
齢
者
等
訪
問
歯
科
診
療
事
業
在
宅
ね
た
き
り
高
齢
者
等
訪
問
歯
科
診
療
事
業
ね
た
き
り
老
人
等
訪
問
歯
科
診
療
事
業
開
始
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年
国
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向
横
浜
市
横
浜
市
高
齢
者
施
策
各
事
業
開
始
年
衛
生
局
横
浜
市
社
協
市 長
組
織
調
査
出
来
事
生
き
が
い
推
進
施
策
地
域
支
援
事
業
介
護
保
険
外
サ
ー
ビ
ス
そ
の
他
の
制
度
平
成
元
高
齢
者
保
健
福
祉
推
進
１０
ヵ
年
戦
略
（
ゴ
ー
ル
ド
プ
ラ
ン
）
細 郷
地
域
福
祉
シ
ス
テ
ム
研
究
調
査
平
成
２
福
祉
関
係
８
法
改
正
（
在
宅
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
明
確
化
，
在
宅
・
施
設
サ
ー
ビ
ス
の
市
町
村
で
の
一
元
実
施
，
老
人
保
健
福
祉
計
画
の
策
定
）
高 秀
地
域
ケ
ア
拠
点
施
設
設
備
運
営
事
業
地
域
ケ
ア
サ
ー
ビ
ス
推
進
事
業
全
区
開
始
平
成
３
在
宅
支
援
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
運
営
開
始
高
齢
者
向
借
上
賃
貸
住
宅
二
ツ
橋
在
宅
支
援
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
受
託
平
成
４
高
齢
者
生
活
実
態
調
査
高
齢
者
世
帯
住
み
替
え
家
賃
助
成
事
業
シ
ル
バ
ー
リ
フ
ォ
ー
ム
融
資
平
成
５
横
浜
市
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画
策
定
虚
弱
高
齢
者
一
時
入
所
事
業
高
齢
者
住
環
境
整
備
事
業
平
成
６
福
祉
局
健
康
長
寿
部
に
変
更
市
民
参
加
型
福
祉
活
動
の
あ
り
方
調
査
「
地
域
福
祉
活
動
計
画
」
策
定
平
成
７
横
浜
市
福
祉
調
整
委
員
会
設
置
各
区
社
協
地
域
福
祉
活
動
計
画
策
定
平
成
８
「
新
ゴ
ー
ル
ド
プ
ラ
ン
」
少
子
・
高
齢
化
社
会
対
策
室
に
変
更
高
齢
者
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
事
業
開
始
，
ひ
と
り
暮
ら
し
高
齢
者
等
定
期
訪
問
事
業
開
始
心
配
ご
と
相
談
所
廃
止
平
成
９
高
齢
者
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
事
業
開
始
介
護
保
険
法
成
立
「
横
浜
市
福
祉
の
ま
ち
づ
く
り
条
例
」
制
定
平
成
１０
横
浜
生
活
あ
ん
し
ん
セ
ン
タ
ー
開
所
平
成
１１
国
際
高
齢
者
年
介
護
保
険
の
要
介
護
認
定
開
始
横
浜
市
高
齢
者
実
態
調
査
平
成
１２
介
護
保
険
制
度
開
始
横
浜
市
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画
（
新
計
画
）
介
護
保
険
事
業
計
画
「
市
民
活
動
推
進
条
例
」
制
定
外
出
支
援
サ
ー
ビ
ス
開
始
平
成
１３
介
護
保
険
部
に
変
更
少
子
・
高
齢
化
対
策
室
廃
止
平
成
１４
中 田
出
典
：
『
横
浜
市
市
政
概
要
』，
『
横
浜
市
高
齢
者
保
健
福
祉
事
業
案
内
』，
『
横
浜
市
民
生
事
業
報
告
』，
『
よ
こ
は
ま
の
福
祉
』，
『
横
浜
市
社
会
福
祉
協
議
会
事
業
報
告
』
を
も
と
に
作
成
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注１）飛鳥田市長は，市民と一緒に考え力を合わせて政治的困難を解決していくために「一万
人の市民集会」を提案し，直接民主主義こそ市政運営の基本になるべきとした。この精神
は後に「区民会議」という形に受け継がれた。
２）ちなみに，高齢者問題に関する最初の世界規模の会議は，１９６３年に開催されている（「世
界老人会議」）。日本からこの会議に男性７名，女性１名の高齢者が参加した。
３）飛鳥田市長は，その革新市長会出席に先立って，「福祉政策全体の見直し」を提唱した
い旨を，周囲に漏らしていた（朝日新聞「低成長時代で見直し」１９７３．７．８付一面）。し
かし，市長会当日，参加者からその真意を厳しく問う声が相次ぎ，自身の発言が意図して
いるところは，「低成長時代だからこそ新たな福祉の提案をすべきであり，市民の立場に
立った福祉政策を推進すべきである」と弁明した（朝日新聞「低成長下の福祉充実では一
致」１９７３．７．１５付二面）。
４）長洲県知事は朝日新聞の論壇の中で，低成長期における福祉社会を実現するため，人間
にとって福祉とは何かという「福祉の哲学」と，それを実現するための方法論，すなわち
「福祉の科学」を確立することが必要であると主張した。（朝日新聞「福祉の哲学と科学
を」１９７５．７．２６付論壇）。
５）１９７６（昭和５１）年に長州県知事が提唱した福祉推進運動であり，行政の施策や県民の心
を「点から線に結びあわせ，そしてコミュニティという面で各々の責任と役割を担うこと
によって，新しい福祉をつくりあげましょう」とする県民への呼びかけであった。
６）当時の保健師による訪問指導活動を通じて，在宅療養高齢者が抱える問題の深刻さが明
らかとなった。その意味では，訪問指導活動の取り組みが，後の保健所と福祉との連携に
よる地域ケアサービスの開始を促す原動力のひとつとなったといえる（横浜市衛生局『横
浜市の訪問看護と保健婦活動』１９８６．３）。
７）「ゆめはま２０１０プラン」では，３つの施策分野（「ふれあいのまち」「はつらつのまち」
「ときめきのまち」）に対し，１１項目の基本的先導的事業（活気あふれる地域育成プラン，
特色ある都市拠点強化プラン，アートシティ横浜プラン等）を掲げ，実行に移した。
８）１９８３（昭和５８）年度に老人福祉費割合が激減しているのは，同年の老人保健法施行によっ
て，高齢者に対する医療給付が一般会計から特別会計に組み換えられたためである。
９）１９９６（平成８）年，それまでの高齢社会対策室は，少子・高齢化社会対策室として存続
する。
１０）この集いとアピールを朝日新聞は次のように報じている。京都市で開催された第一回「福
祉を語る革新市長と婦人の集い」は，「新しい福祉社会の形成－市民と自治体による福祉
の風土づくり」というテーマで開催された。横浜市では集いで採択されたそのアピールを
受け，福祉行政は物的給付に終始するのではなく，地域住民の支えあいをつくりだすもの
でなければならないとして，「住民の福祉意識」向上を目標に「福祉の風土づくり推進事
業」を開始した。（朝日新聞「『福祉の風土づくり』は二年目」１９７５．７．２５）
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